
様式１

（公益・特別法人用）

【対象決算年度：平成19年度】
１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年

実施年月 実施年月

H19 H19.8～H20.5

H19～ H19

H20～ 市町村との交渉開始

Ｈ19～ H19

H20

Ｈ19～ Ｈ19～

H14

Ｈ19～ H20～

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成19年度当初現在

経営計画等の策定状況

うち県職員

うち県職員 情報公開の取組状況

うち県職員

監査等結果

57 10,319 51

＊次表は19年度の状況で、（　）内は18年度 （単位：千円、％）

団体の課題等

100.0 (100.0) 0.4 (0.6) 〔団体記載欄〕 〔県記載欄〕

100.0 (100.0) 238.4 (198.6)

99.9 (100.1) 25,081.1 (17,271.7)

8.9 (6.5) 99.3 (99.3)

13.9 (17.9) 99.1 (98.8)

9.2 (△5.6)

　　　　　　　　　　　　　　　　　②社員からの会費の徴収

・公社が策定した平成20年度から５年間の「経営改善集中実施プ
　ラン」に基づく債務残高縮減、収入間伐の実施及び分収率の見
　直しなど、実効ある経営改善と適正な森林整備に向けた事業実
　施が必要と考える。

財政的援助団体等の監査結果（監査委員事務局）

平成１８年度　　指導事項：全国組織を通じて早急に分収林会計基準の制定を働きかける。

　　　　　　　　　　検討事項：分収林資産価値と将来債務の試算
　　　　　　　　　　意見　　　：①改革実施プランにおける国等関係機関への働きかけを強化する。

・契約当初には想定外のシカ等の獣害防除が緊急の課題となって
　おり、広域的な協力体制が必要
・収入間伐について、路網等の状況から場所が限られる
・契約変更について、所有者の権利関係が不明確になっており、所
　有権の確認等の事務量が増大
・獣害による不成績地についての契約解除に伴う借入金の償還財
　源の確保が必要
・職員体制について、新たな職員の採用が必要

　　　　　　 　 森林整備法人として知事

　　　　　　　　認定を受け、分収林事業を

　　　　　　　　開始

県内における、造林、育林等による森林及び林業に関する事業を行うことにより、森林資
源の造成、国土の保全、水源のかん養、林野の高度利用等を図り、もって農山村地域の
経済の振興及び地域住民の福祉の向上に寄与する。

分収造林契約及び分収育林契約に係る保育（間伐・枝打ち等）事業

・保育事業（ha）　　　　　　H16  1,237     H17　1,612     H18  1,640    H19   2,065

・造林事業費（千円）　　　　H16  542,300     H17  551,595     H18  520,616    H19  568,567

社団法人　長野県林業公社

（長野市中御所字岡田30-16　　長野県林業センタービル内）

・昭和41年　社団法人造林公社が設立

・昭和47年　県から特定森林地域開発

改革基本方針

県

費

受

入

状

況

人件費関係費
用(再掲）

105,550 (114,488)

17

(224,146)

(29,908)

(0)

2

分収林特別措置法に規定された分収方式による造林又は育林事業を行うことを目的とする森林整備法人は長野県林業公社のみ。

団 体 名
(所在地）

代表者
理事長　村井　仁
（長野県知事）
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非常勤職員計

13 12

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

補助金等比率 25.3 (43.7)

0

実　　施　　状　　況

改革基本方針

(254,054)

8,634

307,494

10

2

4

事業執行状況を示す主な指標
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  -
68,000,000 100.0%

Ｈ16 Ｈ19

68,000,000
うち県の出
捐額（円）

　　　　　　　 林道の移管を受け、維持

　　　　　　　 管理事業を開始

・昭和57年　社団法人長野県林業公社

　　　　　　　　に名称変更

　　　　　　　  受託事業を開始

・昭和59年　分収林特別措置法に基づく

基本財産（円）

0

0

設立根拠 昭和４１年民法

1

2

Ｈ17

設立の沿革
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当期収入合計

役
　
職
　
員
　
数

役員平均年齢

職　員　数

年　　　　度

役　員　数

常勤職員計

役員平均年収（千円）

非　常　勤

次期繰越額 219,505

3

正味財産比率自主事業比率

(220,710)

当期収支差額

当期支出合計 1,190,879

県職員計（非常勤役員除く）

公益事業比率

出捐金

委託料

事業支出伸び率

固定長期適合率

借入金依存率

収支比率

人件費比率

管理費比率

0

9,683,205

流動比率

損失補償年度
末残高

527,698固定比率

1,189,674 (1,770,843)

1011

常　　　勤

2 3

2

2

交付金

(1,663)

1

(1,769,180) 事業費

職員平均年齢

12

運営費

1

△ 1,205

3 3

林務部（森林づくり推進課）
県所管部局
(課)

1

具体的な事業内容

県出捐率
（％）

主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）

15

3

11常　　　勤

非　常　勤

1

(501,421)

(0)

(9,654,038)

職員の平均年収（千円）

270,583

36,811

負担金

貸付金

補助金

(0)

(0)

経営改善の推進（収入間伐の積極的な実施や分収率の見直し等を引き続き実施し経営改善を図る）

平成20年５月　　長野県林業公社経営改善集中実施プランの策定

業務概要、財務諸表、入札状況等をホームページに掲載

設立目的（寄付行為・定款上）

1

・経営改善計画を策定し、毎年度、実行、評価

・森林管理機能を活用し、社会に貢献できる仕組み

　を検討

・他県とも連携して、分収林制度が抱える問題の

　検証を行う。

・所有者との契約変更（分収率の見直し等）

・十分な価格での売却が見込めない森林の契約

　解除、繰上償還等

・収入間伐の積極的な実施

・他の類似団体との管理部門の統合等の検討

・分収林の新規事業の中止

・分収林を調査、評価し、今後の管理方法を検討

　決定

　抜本的な解決に向け、国に対し提言

経営検討委員会でﾞ計画を作成し、20年度通常総会

において経営改善集中実施ﾌﾟﾗﾝを承認

契約市町村へのアンケートの実施

H19 契約解除　2団地　33.86ha  H20繰上償還予定

H20予定　2団地　123.75ha  解約、繰上償還

H19 : 26ha(収入10,390千円）　　H20 予定　50ha

新規造林終了

新たな方針に基づく管理を開始

全国森林整備協会等を通じ、国に要請

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート



様式２

①　収支計算書の状況 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度

事業収入 321,703 348,799 329,785

自主事業収入 321,703 348,799 329,785

内県補助金収入 240,876 224,146 270,683

受託事業収入

内県委託料収入

事業外収入 1,177,238 1,422,044 859,889

財産運用収入

会費等収入

内県負担金収入

人件費補助金収入 31,154 29,908 36,811

内県補助金収入 31,154 29,908 36,811

借入金収入その他収入 892,200 1,038,128 803,876

内短期借入金

内県からの借入金

内長期借入金 892,200 1,038,128 803,876

内県からの借入金 492,169 501,421 527,698

その他の収入 253,884 354,008 19,202

当期収入合計 1,498,941 1,770,843 1,189,674

前期繰越額 204,036 219,047 220,710

総収入額 1,702,977 1,989,890 1,410,384

内県の補助金等収入合計 764,199 755,475 307,494

内市町村の補助金等収入合計 110,749 113,924 49,682

事業支出 551,595 520,617 568,567

内自主事業支出 551,595 520,617 568,567

管理費支出 174,211 316,452 166,049

内人件費支出 110,840 114,488 105,550

内役員報酬 21,589 10,417 10,508

その他支出 758,124 932,111 456,263

内借入金返済支出 716,261 869,288 437,838

内減価償却引当て預金支出

当期支出合計 1,483,930 1,769,180 1,190,879

当期収支差額 15,011 1,663 △ 1,205

次期繰越額 219,047 220,710 219,505

総支出額 1,702,977 1,989,890 1,410,384

公益事業支出 1,702,977 1,989,890 1,410,384

収益事業支出

②　貸借対照表

平成17年度 平成18年度 平成19年度

流動資産 366,229 431,398 368,798

内現金預金 66,497 167,503 79,674

固定資産 29,324,807 29,443,766 29,761,774

基本財産

その他の固定資産 29,324,807 29,443,766 29,761,774

内土地

内建物

内減価償却引当預金

内その他積立預金 321,539 87,745 102,653

資産合計 29,691,036 29,875,164 30,130,572

流動負債 146,918 217,197 154,699

内短期借入金 130,000 130,000 130,000

固定負債 29,374,100 29,487,592 29,857,211

内長期借入金 29,209,423 29,378,263 29,744,301

内退職給与引当金 164,677 109,329 112,910

負債合計 29,521,018 29,704,789 30,011,910

正味財産 170,018 170,375 118,662

内基本金

内当期正味財産増加額 △ 2,435 357 △ 51,713

負債及び正味財産合計 29,691,036 29,875,164 30,130,572

正
味

財
産

負
　
　
債

【財務の状況】（公益・特別法人用） 団体名：　社団法人　長野県林業公社
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